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子どもの貧困問題に対する各団体の取組状況について

番号 団体名 ⑴　令和４年度の取組について ⑵　令和５年度以降の取組 ⑶　イベント等

Ⅰ　経済関係団体

1
沖縄県商工会議所連
合会

・会員企業への周知（HP 掲載など）
 ・寄付金（募金）の協力

・子どもの貧困に関する現状の理解
 ・引き続き会員企業への周知
 ・寄付金（募金）の協力

5
公益社団法人沖縄県
工業連合会

本会では、1975年から人材育成の一環で、工業関係
学生の学資支援(オグレスビー氏学資支援事業)を
行っております。内容は、工業高校及び沖縄高専の
在学生に対して、心身健全、志操堅固、学業優秀で、
経済的に学資の出資が困難な学生を対象に毎年度３
名の学生に学資の一部を支援しております。

本会の学資支援事業は、今年度も実施予定です。

6 沖縄経済同友会

・貧困世帯の所得向上への取組みに関する調査研究
を目的に「ひとづくり委員会」において、「シングルマ
ザーの雇用拡大と所得向上に向けた取り組み」に関
する調査研究を行った。具体的には「沖縄型課題の
解決とその先に向けての可能性 ～女性デジタル人材
育成から始まる女性活躍の新しいあり方～」と題し
て、講師に月田有香氏（㈱MAIA 最高経営責任者
CEO）を迎え開催。課題解決への理解を深めた。
・その中で、日本の女性の所得の低さ、文化的背景に
よる女性への家事・育児・介護等の負荷の高さなどの
課題が多い中、沖縄では更に課題は顕著であり、離
婚率やシングルマザーの増加等があることを指摘。こ
のような課題を解決するため、内閣府の沖縄型中核
人材育成事業を受託し、育児環境に応じたリモート
ワーク勤務、また県外IT企業の高単価業務への就労
を目的とした、女性デジタル人材育成と就労支援の同
社取組み等について解説いただいた。

・当会の研究委員会の「未来創造委員会(※今年度新
設。「ひとづくり委員会」の後継)を中心に、県内基幹産
業である観光業や各産業のDX推進による生産性向
上や高付加価値化等に関する調査研究に取り組む。
それらの取組みにより「稼ぐ力」の向上、県民所得向
上等による、子どもの貧困解消に引き続き取り組む予
定。（現在、各委員会で具体的な活動を計画中。）

イベント・会合名等：　「弊会の各研究委員
会」（ご説明・普及啓発等）
開催日時（予定）：　　未定(定期的に開催)
事務局への要望等：　　今後とも、各種情
報提供をお願いしたい。

7
一般社団法人沖縄県
建設産業団体連合会

（沖縄県建設業協会）
工業高校生への資格取得の支援を実施。「建設業経
理事務士」「2級土木・建築施工管理技士」「小型車両
系建設機械」の受講料の一部負担を行い、家計負担
の軽減を図っている。

（沖縄県建設業協会）
・継続して工業高校生への資格取得の支援を実施。
　・沖縄県内の“子どもの居場所”へ学生ボランティア
センターへのサポーター会員の登録。
　　（沖縄県建設産業団体連合会）
・子どもの居場所学生ボランティアセンターへの寄付
金並びにサポーター会員の登録を会員企業へ呼びか
け実施。

8
沖縄県農業協同組合
中央会

●県産畜産物の贈呈
●寄付金・募金の贈呈
●子どもの貧困対策に取り組む団体への食料品、生
活用品の贈呈
●フードドライブの実施

同左

12
沖縄県中小企業家同
友会

・泊高校での就労支援 ・「ＮＰО法人ちゅらゆい：kukulu」への活動支援

15
一般社団法人沖縄県
銀行協会

【琉球銀行】
① 2022年3月　「沖縄子どもの未来県民会議」へ百万
円の寄付金を贈呈した。
② 2022年4月　「りゅうぎんユイマール助成会」から
「沖縄県母子寡婦福祉連合会」へ50万円の助成金を
贈呈した〔ひとり親世帯の新高校生1名へ毎月１万円
を3年間（合計36万円）奨学金として、14万円は激励金
として贈呈〕。
【沖縄銀行】
① 2022年2月　「公益財団法人沖縄県交通遺児育成
会」へ役職員から寄せられた職場募金20万円を贈呈
した。
② 2022年4月　「一般社団法人くじら寺子屋」へ子ども
たちの学習用パソコン（本体・ディスプレー・マウス・
キーボード含め一式10台）を贈呈した。
【沖縄海邦銀行】
① 2022年1月　広く一般や学校教育などでの活用を
通してＳＤＧｓへの理解を深めるため、既存のスマート
フォン向けアプリ「クイズ・かいほー伝説」ＳＤＧｓバー
ジョンをリリースした。
② 2022年3月　すべての子供と若者に金融リテラシー
向上の機会を与えることを目指す「Global Money
Week」へ参加した。

【琉球銀行】②について、2023年度においても引き続
き助成先を募集する。

【沖縄海邦銀行】
2023年度においてもCSR（企業の社会的責任）の一環
として各種募金の受付や支援等に積極的に参加す
る。
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番号 団体名 ⑴　令和４年度の取組について ⑵　令和５年度以降の取組 ⑶　イベント等

18
沖縄都市モノレール株
式会社

・県内の高等学校等に在学する低所得世帯の高校生
等の通学費を軽減するため、運賃支援を実施。
・「十五の春応援カード」で離島からの高校進学者へ
の運賃支払を実施。

左記について、今後も継続予定 なし

19
一般社団法人沖縄県
指定自動車学校協会

平成２６年度から実施している児童養護施設等入所
児童に対する普通免許費用の一部免除(１人当たり１
０万円)の免除を継続して実施した。
なお、令和４年度の免許取得希望者は２７名であっ
た。
　　　　免除額　１０万円×２７名＝２７０万円

平成２６年度から実施している児童養護施設等入所
児童に対する普通免許費用の一部免除(１人当たり１
０万円)の免除を継続して実施することとしている。
なお、令和５年度の免許取得希望者は３１名であっ
た。
　　　　免除予定額　１０万円×３１名＝３１０万円

20
沖縄振興開発金融公
庫

1）子どもの貧困対策・ひとり親家庭の親の支援を金融
面から後押しするため、金利負担を軽減する特例制
度等を活用した金融支援を実施した。
　　 令和3年度の融資実績は、以下のとおり。
　①ひとり親の雇用等に取り組む事業者を支援する
「沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度
(ひとり親関連)」 … 9件　4,655百万円
　②ひとり親家庭の親の学び直しを支援する「教育ひ
とり親利率特例制度」 … 9件　5百万円
　③ひとり親の方の新規開業を支援する「沖縄創業者
等支援貸付(ひとり親関連)」 … 18件　87百万円

（2）ひとり親の方が相談しやすい態勢を整えるため、
全店に「ひとり親支援担当職員」を配置した。

（3）令和4年7月17日、那覇商工会議所主催の創業予
定者を対象とした「創業塾」にて、ひとり親の方の新規
開業支援に関する制度案内をした。

（1）ひとり親家庭の親の学び直しを支援する「教育ひ
とり親利率特例制度」に係る利率低減の限度額を拡
充した。

（2）引き続き、子どもの貧困対策・ひとり親家庭の親の
支援を金融面から後押しするため、金利負担を軽減
する特例制度等を活用した金融支援を実施する。

（3）ひとり親の方が相談しやすい態勢を整えるため、
令和5年度も引き続き全店に「ひとり親支援担当職員」
を配置している。

（4）沖縄県や子どもの貧困解消に向けて取り組む関
係団体等との意見交換や情報共有を行い、引き続き
各方面との連携強化に努める。

22
公益社団法人全日本
不動産協会沖縄県支
部

公的目的事業として、社会的弱者の支援、地域貢献
等の社会貢献活動を行う事業の一環として10万円の
寄付を行った。

公的目的事業として、社会的弱者の支援、地域貢献
等の社会貢献活動を行う事業の一環として10万円の
寄付を行った。

Ⅱ　労働関係団体

1
日本労働組合総連合
会沖縄県連合会

１．沖縄県労金、こくみん共済Coop、連合沖縄、沖縄
県労福協の４団体で運営する「働く仲間のゆめ・みら
い基金」への参加・加入を構成組織に対し要請。
２．連合緊急アクションの取り組みとして「労福協年末
食糧支援」への助成。
３．「子どもの貧困は親の貧困」との観点から「最低賃
金引上げ」に向けた審議会対応。
４．フードバンクへの食料品提供及びチャリティーの実
施。

令和４年度の取り組みを踏襲。

2
沖縄県労働組合総連
合

最低賃金を１５００円に引き上げる取り組み
県の公契約条例を実効型にする取り組み

最低賃金を１５００円に引き上げる取り組み
県の公契約条例を実効型にする取り組み

3 沖縄県教職員組合

「生理の貧困」へのとりくみとして、吸水サニタリー
ショーツ無償配布事業を労金・労福協とともに実施し
ました。
「ゆめ・みらい基金」の運営主体である労福協および
労金とともに「定額自動寄付」への参加を呼びかけま
した。

「生理の貧困」について、引き続きとりくむことと「教育
改革キャンペーン」として「ヤングケアラーについて」と
りくむ予定です。
　

4
沖縄県高等学校障害
児学校教職員組合

①就学奨励金（各分会から推薦された生徒に奨学金
を支給）
②ろうきん「ゆめ・みらい基金」資格取得に関する事務
局（窓口業務）※検定受験料などを生活困窮家庭に
支援（離島住民の本当受験の際の旅費支給を認めて
もらった）

今後ともできる限り継続していきたい。
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番号 団体名 ⑴　令和４年度の取組について ⑵　令和５年度以降の取組 ⑶　イベント等

Ⅲ　教育関係

1 沖縄県教育委員会

中高生のバス・モノレール通学費無料化については、
住民税所得割非課税世帯及び一定の所得基準に満
たないひとり親家庭の高校生等を対象として、令和２
年10月から実施している。令和３年度は、通学区域が
県全域となっている中学校に通う生徒を対象に追加
し、令和４年度は、生徒の在籍校が指導要録上の出
席扱いとする通所区域の定めがないフリースクールに
通学する中高生を対象に追加し支援の拡充に取り組
んでいる。
令和４年度実績としては、支援対象者数約5,000名（県
全体）となっている。

今後も、家庭の経済環境にかかわらず、子どもたちが
安心して学業に励むことができるよう、引き続き、バ
ス・モノレール通学費の無料化に取り組んでいく。

2
沖縄県市町村教育委
員会連合会

令和５年度文教施策とその予算に関する要請文を、
県と国に提出しました。
　県費関連２３「沖縄県子どもの貧困緊急対策事業に
係る高率補助の継続について」

令和６年度文教施策とその予算に関する要請を７月１
９日に要請予定

3 沖縄県小学校長会
子どもの実態を把握し、行政や関係団体等へ改善を
求められるよう働きかけを行う。具体策は、今後の課
題とする。

4 沖縄県中学校長会
子どもの実態を把握し、行政や関係団体等へ改善を
求められるよう働きかけを行う。具体策は、今後の課
題とする。

5
沖縄県高等学校長協
会

子どもの貧困に関する調査に係る各学校現場への周
知
　　　「無料塾」に係る各学校現場への周知

令和４年度に引き続き、県から発出される「子どもの
貧困」に関する情報を各学校現場へ周知する。

イベント・会合名等：　令和５年度定例研
究協議会
開催日時（予定）：　　令和５年7月7日
（金）、10月20日（金）
事務局への要望等：　　上記会合におい
て、事務局からの行政説明や募金箱の設
置等ができるかと思います。

Ⅳ　福祉・医療・保健関係団体

1
社会福祉法人沖縄県
社会福祉協議会

・子どもの居場所や子ども食堂等の活動支援（情報発
信、連絡会や支援等検討会の開催、
講演会の実施、企業等からの支援の調整）　※子ども
居場所ネットワーク事業
　・児童養護施設退所者等を対象とした生活費、家
賃・資格取得費用の貸付
※児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業
・THANKS（サンクス）運動の推進（市町村社協を対象
としたヤングケアラーの対応、
支援策等の実態調査の実施、県民福祉講演会の開
催等）
　・低所得世帯を対象とした生活福祉資金（教育支援
資金等）の貸付
　・福祉系高校に在学、又は入学しようとする方を対
象とした修学資金の貸付
　・県かりゆし長寿大学校・生活環境学科において、
「沖縄の子どもの貧困を考える」と
　　題したカリキュラムを通じた学生への啓発活動の
実施
・個人・団体から寄附寄贈の受入及び児童福祉施設・
団体等への配分調整

・子どもの居場所ネットワーク事業、児童養護施設退
所者等自立支援資金貸付事業、生
活福祉資金貸付事業、福祉系高校在学者等向けの
修学資金の貸付については、令和５年度も引き続き
実施予定である。
　・THANKS（サンクス）運動の推進（ヤングケアラー問
題への支援策の検討、
　　THANKS（サンクス）運動協賛金基金設置と助成事
業の検討）
　・沖縄県社会福祉大会の開催（ヤングケアラーを取
り巻く現状や課題等の講演を通した県民への啓発活
動）
　・かりゆし長寿大学校学生向けへの講演を通した啓
発活動の実施
・個人・団体から寄附寄贈の受入及び児童福祉施設・
団体等への配分調整

イベント・会合名等：　県民福祉講演会
開催日時（予定）：　 令和６年度２月頃
事務局への要望等：　 県の取組等の説
明や普及啓発の協力について可能です

2
沖縄県市町村社会福
祉協議会連絡協議会

県社協の連携による取組を継続する。

3
沖縄県民生委員児童
委員協議会

沖縄県、沖縄県社会福祉協議会との共催で、主任児
童委員を対象とした研修会を開催した。
　令和４年度の研修会では、ヤングケアラーをテーマ
とし、沖縄県の現状や課題、主任児童委員に求めら
れる役割について理解を深めた。
また全国児童委員・主任児童委員活動研修会におい
ては、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のた
め、講義動画配信・DVD配布による実施となった。

今後の状況を踏まえ、新型コロナウイルス感染症拡
大防止策を実施の上、引き続き民生委員・児童委員、
主任児童委員の資質向上のため、各種研修会の開
催、派遣、斡旋を行っていく。
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4 沖縄県保育協議会

本会では、子どもの貧困を含む地域生活課題解決に
向けた活動として、会員法人による地
域における公益的な取組推進（地域相談窓口の設
置、市町村域の複数法人連携の場への参
画）を事業計画に掲げており、取組状況調査の実施
や、会議等を通して活動内容の共有を
図る等、推進を図っている。
これまでの具体的な子どもの貧困解消に向けた取組
みとして、地域の子育て家庭の孤立防
止を図るため相談窓口の開設や子育てサロンの実
施、社協と連携して生活困窮世帯への食
糧支援（フードバンク）等を行い、支援体制の強化を
図った。

本会では、子どもの貧困を含む地域生活課題解決に
向けた活動として、会員法人による地
域における公益的な取組推進（地域相談窓口の設
置、市町村域の複数法人連携の場への参
画）を事業計画に掲げており、取組状況調査の実施
や、会議等を通して活動内容の共有を
図る等、推進を図っている。
これまでの具体的な子どもの貧困解消に向けた取組
みとして、地域の子育て家庭の孤立防
止を図るため相談窓口の開設や子育てサロンの実
施、社協と連携して生活困窮世帯への食
糧支援（フードバンク）等を行い、支援体制の強化を
図った。

引き続き「子どもの貧困解消」に向け、各
会員法人の取り組み推進に努める。

5
沖縄県社会福祉法人
経営者協議会

地域生活課題の解決に向けた活動として、会員法人
による地域における公益的な取組推進を事業計画の
重点項目に掲げている。
その中で、「子どもの貧困」を地域生活課題の一つとし
て捉え、各地域のニーズに応じて、困窮世帯への食
料支援（フードバンク）や、子どもの居場所への食事提
供などの活動を各会員法人が展開している。

令和４年度同様、「子どもの貧困」も含めた地域生活
活動課題の解決に向け、各会員法人で取組推進に努
める。
　なお、本会が推進団体としてかかわる「サンクス運
動（社会的孤立対策）」の取組みへの参画を通して、
子どもの貧困の一つであるヤングケアラ-支援につい
て、各構成団体とともに課題の把握や支援策につい
て検討を進めていく予定である。

7
沖縄県学童保育連絡
協議会

県内学童保育の毎月の利用率が高額であることに対
しての運動、行政担当者へ懇談会を通じて、全国的に
見て、沖縄の利用料が高額であることを伝えました。
ひとり親世帯等への学童利用料補助の拡充を、市町
村毎の連絡協議会が運動していくため、そのサポート
にあたる。

学童の利用料については、県単独の補助が令和４年
度にスタートしたものの、まだ全国と比べて高額であ
るため、引き続き、昨年同様の活動を継続していきま
す。

8
公益社団法人沖縄県
母子寡婦福祉連合会

経済的に厳しいひとり親世帯の自立支援のため、ひと
り親家庭生活支援事業や母子家庭等就業・自立支援
事業を推進。ひとり親家庭生活支援事業については、
付帯事業として子どもの居場所や無料塾、高校卒業
認定試験事業も実施。（県・うるま市・糸満市より受
託）
令和３年度よりひとり親家庭住宅支援金貸付事業を
開始し令和４年度も継続。（県より受託）
シティ・ファウンデーションの助成金を受け、「くらしとお
金の教室」を開催し、経済的困難に直面する子育て世
代を中心に問題の解決に必要な情報や知識を提供。
人材育成の一環として休眠預金を活用した「データア
ナリスト育成講座」を実施し、シングルマザーの経済
的安定基盤を図る。
県母連奨学生（高校生）を選考し、給付型奨学金を支
給。また、入学時に激励金を支給。

令和４年度の取組についてすべて継続。

イベント・会合名等：　沖縄県母子寡婦福
祉大会
開催日時（予定）：　　令和５年11月２６日

12
一般社団法人沖縄県
社会福祉士会

・大学コンソーシアム沖縄 子どもの居場所学生ボラン
ティアセンターのメンターとして、本会会員より派遣。
・本会会員対象の子ども家庭福祉に関する学習会の
各回において、子どもの貧困に関連するテーマで開
催。

上記取り組みを継続。

14 沖縄県小児科医会 沖縄県子ども未来県民会議への寄付 沖縄県子ども未来県民会議への寄付の継続

17
一般社団法人沖縄県
薬剤師会

沖縄県医師会、沖縄県歯科医師会、沖縄県薬剤師
会、沖縄県看護協会の四師会による沖縄県交通遺児
育成会への募金贈呈

前記の四師会による沖縄県交通遺児育成会への募
金贈呈は毎年実施していることから今後も継続してい
く。
　また、当会主催で会員や一般の方が多数参加する
イベント等において、子どもの貧困に関する説明や普
及啓発を組み込む。

１．沖縄県薬剤師会の学校薬剤師部会や
女性薬剤師部会が主催する研修会等に
おいて、子どもの貧困に関する説明　や
普及啓発を実施。
２．沖縄県薬剤師会学術大会の受付に募
金箱を設置。
３．“薬と健康の週間”のメインイベントで
ある「くすりと健康フェア」（多くの県民が参
加）の受付に募金箱を設置。
１．未定。　２．11月12日（日）　３．10月22
日（日）
　事務局への要望等：子どもの貧困に関
する説明に係る講師の派遣

18
公益社団法人沖縄県
看護協会

子どもの貧困対策としてではないが、看護の心普及啓
発事業として、小・中・高校生を
対象とした「看護の出前事業」や「ふれあい看護体
験」、「オープンキャンパス」「職業体験」等を実施して
いる。

令和５年度も看護の心普及啓発事業として、令和４年
度と同様に取り組んでいる。

事務所カウンターに常設可能

　
公益社団法人沖縄県
小児保健協会

イベント・会合名等：学会・総会
開催日時（予定）：　　　6月第一土曜日
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22
日本赤十字社沖縄県
支部

・日本安謝福祉複合施設　安謝児童館
 フードバンクを通して提供いただいた食べ物を、母子
家庭等、食料に困っている家庭へ配布している。

左記取り組みを今後も継続予定である。

イベント・会合名等：　沖縄県青少年赤十
字リーダーシップ・トレーニング・センター
沖縄県青少年赤十字大会
開催日時（予定）：　トレーニングセンター
（８月・３月）、青少年大会（10月）

23
沖縄県国民健康保険
団体連合会

・沖縄子ども未来県民会議への募金等の協力（令和4
年12月頃）
　・「ニュースレターおきなわゆめみらい」のメールでの
回覧（随時）
・こども医療費の無料化の費用決裁事務

左記同様

24
全国健康保険協会沖
縄支部

直接の取組事項はありませんが、県の取組に対して
積極的に協力していきたいと考えています。

25 沖縄県臨床心理士会

大学コンソーシアム沖縄主催子どもの居場所ボラン
ティア学生へのメンター派遣
大学コンソーシアム沖縄が主催する、子どもの居場所
にて学習支援等のボランティアを行う
学生等のグループへのメンターを派遣した。1回
（11/18 2時間）

左記派遣を継続する。

27
公益財団法人沖縄県
労働者福祉基金協会

2016年10月より「ろうきん こくみん共済coop 働く仲間
のゆめ・みらい基金」の事務局の運営を行い、2022年
度（令和4年度）の実績は224件（193名）に13,452,114
円の給付を行った。2022年度の支援の特徴として、職
業高校・資格試験において、技能検定（実技試験）の
資格試験費用の値上げに伴い、今まで以上に支援を
必要とする生徒が増加した。
また、沖縄県労働金庫との共催でキャリア教育、大学
学生向け出張相談会（奨学金等）、高校生向けライフ
リテラシーセミナーを実施した。

「ろうきん こくみん共済coop 働く仲間のゆめ・みらい
基金」の事務局として、今後も新型コロナウイルスや
物価高騰の影響の長期化で雇用経済や生活へ多大
な影響が予測される中、「働く」に繋がる共助の取り組
みである本基金の支援拡充に取り組んでいく。また、
専用ホームページの開設を進めており、給付を受ける
方、その申請者（支援機関）、寄付者（基金の原資とな
る寄付者（個人・団体））それぞれの目的に合わせた
情報発信・周知広報の強化に取り組む予定である。

28
一般社団法人作業療
法士会

当会地域社会局子ども支援推進部を中心に取り組む
内容について計画を立て行きたいと考えております

イベント・会合名等：　作業療法フェア
開催日時（予定）：　9月頃を予定（サン
エー西原シティ）

Ⅴ　その他関係団体

4
一般財団法人日本
ボーイスカウト沖縄県
連盟

母子、父子家庭で日本連盟に申請をすると、年間３万
円の助成がなされ、スカウトの活動費として利用する
ことができる。原資は全国のスカウトから集められる
「もったいない寄付（使用済み切手、ハガキ、CDな
ど）」である。

本年度も同様に募集を掛け、同様に活用する。

7
一般社団法人大学コ
ンソーシアム沖縄

当センターに登録のある100カ所の沖縄県内子どもの
居場所へ学生ボランティアを派遣し、居場所を利用し
ている子どもたちへの生活支援、学習支援、その他活
動を行った。支援件数延べ5,519件、支援人数延べ
43,674名、登録学生実人数334名、年度累計学生派
遣実人数254名。夏季・春季の離島派遣には8カ所の
居場所へ27名（実数）派遣。北部派遣には8名（実数）
派遣。センター設立以来の学生派遣記録数を達成し
た。これにより、子どもの居場所へ通う児童生徒への
支援を行った。他実施内容として、メンター交流会（2
回）、学生主体による子どもの権利条約フォーラム分
科会企画運営、子ども貧困問題解決につなげる学生
提案型企画（2件）、事前研修会（4回）、年度末のオン
ライン活動報告会には46名の参加者があった。

新型コロナウィルスの活動制限がなくなり、学生の関
心の高まりに伴い、活発な活動状況がある。令和4年
度の実施内容をベースに引き続き実施し、研修会等
は学生への効果も考えてオンラインから対面実施へと
切り替えていく予定。今年度の事業費削減と、寄附金
不足の状況があり、事業費については県と協議を重
ね、また寄附金においては商工会連合会訪問、各種
団体の会合での説明を行うことにより、新規開拓に向
けて最大限の努力をしているところである。しかし状況
によっては年度途中で方向性の変更・活動の制限を
余儀なくされる懸念点があり、引き続き多方面の団体
に協力を仰いでいく。

イベント・会合名等：　シンポジウム
開催日時（予定）：　9月頃（予定）
事務局への要望等：　上記の通り当セン
ターも資金づくりに動いているため、募金
箱の設置は難しいですが、チラシ配布等
周知活動への協力は可能と考えます。

11
NPOももやま子ども食
堂

沖縄市にてこどもの居場所作り事業を２か所実施して
います。
　居場所に通う子がこの春から県内の私立大学に進
学し、着実にステップアップしていることを感じます。一
方、大学進学のための費用が準備できないと相談が
あり引き続き伴走する必要を感じています。

こどもの居場所作りを軸に多世代交流の機会を模索
していきます。
　貧困解消については、上記のように子どもたちと長く
関わりを持つこと、暮らしを支える、支えあうことだと考
えています。

5
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12
生活協同組合コープ
おきなわ

(1)協同購入では、台風や時化等で組合員へお届けで
きなかった商品の一部をフードバンクや社会福祉協議
会へ無償提供しました。
(2)あらたに「フードバンク支援募金」を創設し、以下２
団体へ募金を贈呈しました。
　①フードバンクセカンドハーベスト沖縄(30万1,154円)
　②おきなわこども未来ランチサポート(30万1,154円)
(3)コープおきなわ役員研修において、県からの報告
並びに上記(2)①②団体の取り組みを学び、講師との
意見交流を行いました。

上記(1)(2)に加え、以下の取り組みをすすめます。
　(1)協同購入では、旧盆や正月後の２週間に「フード
ドライブ」を実施予定です。
　(2)店舗でもフードドライブ実施や入荷遅延等による
消費期限間近の商品を近隣の福祉施設等へ無償提
供する取り組みを始めます。

13 NPO法人エンカレッジ

・離島含む19市町村を対象に、行絵師の委託を受け
た学習支援可能な居場所25カ所設置、自主運営の居
場所３カ所を設置し、計28カ所の居場所、約1100名の
生徒へ支援を行った。うち半数にのぼる中学３年生の
高校進学率は99％だった。
・他、アーティストD-51とコラボしてのイベント共催や、
子どもの権利条約フォーラムへの実行委員会として運
営に携わった。
・定期的なキャリア教育イベントをYOUTUBE等にて発
信し、子どもたちが夢と希望をもち、自立できる様な支
援を提供している。

・HYさんから楽曲提供を受けての居場所向けイベント
を12月に共催予定。そのイベントに向けて各種ワーク
ショップを、法人のキャリア教育イベントと絡めて開
催。映画撮影や作品制作など、子ども達の体験の幅
を広げ、人生を豊かにするキャリア教育を行う。
・居場所の支援としては、昨年度より１市１教室の支
援を継続できなかったが、18市町村27カ所にて支援を
行っていく。

イベント：ハイ祭～子どもの居場所フェス
～
開催日時：2023年12月24日　音市場

15
NPO法人子どもシェル
ターおきなわ

虐待や貧困等が原因で家庭に居場所がないおおむ
ね１５歳から１９歳の女子に、安心して寝泊まりできる
居場所を提供すると共に、担当の弁護士が中心と
なって自立の支援を行うという子どもシェルターの運
営を行った。
　　令和４年度は、年間延べ２０名の子どもを受け入
れ、支援を行った。

これまでと同様、子どもシェルターの運営を行う。

19
フードバンクセカンド
ハーベスト沖縄

・29市町村の行政等困窮世帯を支援する窓口と連携
し、子どもがいる家庭や子どもの居場所等から3万人
余りへ食品を無償配布
・高校生世代を含む県立学校や公立学校内居場所等
においてフードバンクからの常備食品の配布

・市町村窓口との連携により困窮世帯や子どもの居場
所等での食品の無償配布
・那覇市を中心とする県立学校内にある居場所にお
いてフードバンクからの常備食品の配布
・沖縄県の若年妊産婦支援団体への必要食品の配布

20
しんぐるまざあず・
ふぉーらむ沖縄

・直接支援：食料および商品券（5000円）を645世帯に
支援（4月～3月）
　・子どもの貧困支援員講座講師2022.12.21
・沖国大ひとり親講座（岩田直美先生の授業）
2023.1.28
・木村草太氏オンライン講座開催2023.1.8
・共同親権ひとり親アンケート調査（沖縄タイムス
2022,9,8掲載）
・物価高ひとり親家庭アンケート調査（沖縄タイムス
2022.12.30,琉球新報2022.12.30掲載
・オリオン奨学財団JANPIA　シングルマザー就労支援
事業（MOM FoR STAR）2年

オリオン奨学財団JANPIA　シングルマザー就労支援
事業（MOM FoR STAR）3年目
　・夜の居場所事業「シングルマザー夜のおしゃべり
会」　月2回17時～22時開催
　・サンエー商品券5000円を200世帯（6月

21
一般社団法人教育振
興会

・糸満市学習支援事業（生活保護・生活困窮世帯の中
学生を対象とした学習支援を首都した子どもの居場
所）
・沖縄県子育て総合支援モデル事業
・沖縄市学習支援事業　その他

同左（沖縄市学習支援事業除く）

22
特定非営利活動法人
おきなわＣＡＰセンター

・学校及び地域でのワークショップ等の実施
・他団体との共同事業運営

・子どもの人権と暴力防止の観点からワークショップ
等を実施
・その他団体と共同で啓発のためのイベントや会議へ
の参画

イベント・会合等名：沖縄県主催　各講演
会等
開催日時：随時

23
公益財団法人みらい
ファンド沖縄

・「沖縄まちと子ども基金」（沖縄の子どもの貧困・孤立
の解決をめざすNPOと研究者が協働で取り組む事業
や調査を応援する女性プログラムを実施）子どもの権
利条約フォーラムの実行委員会に助成
・子ども権利条約フォーラム
　みらいファンド沖縄としても実行委員会として分科会
を２つ主催
「沖縄・離島の子ども派遣基金）（すべての子どもたち
が安心して派遣されるように地域全体で支える基金を
実施）

・「沖縄・離島の子ども派遣基金」の運営
・「沖縄まちと子ども基金」の助成実施
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番号 団体名 ⑴　令和４年度の取組について ⑵　令和５年度以降の取組 ⑶　イベント等

Ⅵ　報道関係団体

1
株式会社沖縄タイムス
社

２０２２年度入学応援給付金（小中高校生対象）の実
施

同左の2023年度事業を予定

5
日本放送協会沖縄放
送局

本土復帰５０年となった令和４年は、復帰後の大きな
課題の一つとして取材に取り組みました。
　平日夕方６時台のニュース情報番組「おきなわ
HOTeye」でも、不定期ではあるが、県発表の統計など
をはじめ、ニュース・企画としても放送してきました。
　また、金曜夜の県域番組「きんくる」では、１２月に復
帰50年のまとめ的な内容の中で
　貧困問題にもクローズアップし、広く視聴者に訴える
形で伝えました。

引き続き、積極的にこの問題を取り上げていく方針で
す。
　世論調査などを見ても、米軍基地問題などと並び貧
困や格差解消には大きな関心が寄せられており、こ
れまで以上にニュース・番組などを通じて取り上げて
いきたいと考えています。
　沖縄県だけに限らない問題でもあり、全国発信して
伝えていくことにも大きな意義があると考えており、現
状にとどまらず解決策や改善策の一助を提示できる
ような内容を意識していきます。

6
琉球朝日放送株式会
社

SDGsプロジェクトの一環として４月から毎月「フードド
ライブ」活動を社内で展開。
スタッフに呼びかけ家庭に眠っている食料品を受け付
け、集約後に「おきなわこども未
来ランチサポート」に寄贈。これまでに約3000点、700
㎏余の食料品、日用品を届けた。
寄贈した食料品等は県内の子ども食堂や居場所へ提
供され、沖縄の社会問題である子ど
もの貧困と解消と、青少年の健全育成をサポートする
活動を行った。

今後も上記の活動を継続するとともに、メディアとして
ニュースや各番組を通して現状の問題点や解消に向
けた取り組みを周知、広報していく。

Ⅶ　国・県・市町村等

1
内閣府沖縄総合事務
局

沖縄総合事務局では、災害応急対策業務を実施する
ために必要な食料や飲料水（防災備蓄食）を備蓄して
おり、食品ロスが発生しないよう賞味期限が迫った防
災備蓄食については、その一部を「沖縄子どもの未来
県民会議」へ提供した。
また、関係機関（沖縄県、おきなわこども未来ランチサ
ポート）と調整の上、在沖国家機関連絡会幹事に対し
て当局の取組として説明し、関係機関を紹介した。

令和５年度も防災備蓄食を提供予定。

7 沖縄県市議会議長会
「沖縄子どもの未来県民会議」等で検討した会議内容
について、構成団体である各市議会へ会議資料等を
情報共有し、意見交換等を行う。
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